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ク外部効果に対するウェイトが w = 0.0ならば，Rohlfs [12]をはじめとするネットワーク












効果のパラメータを kとして，U = (k − 1)f + (1 − p)である。したがって，ネットワー
ク外部効果および製品固有の便益に比して価格が高すぎないならば，製品普及率は 1.0ま
で自立的に成長し，価格が高すぎる場合は普及しないことになる3。また k > p > 1の場
3 k < p < 1の場合，f = p−1k−1 まで普及することになるが，その普及率までは自立的に普及する。
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格 pであるが，モデルから pは初期購入者を決定することになる。p > 1.0の場合，初期の
自立的な普及は起こりえないが，pが小さくなるにしたがって多くの初期購入者を発生さ
せることになり，製品普及過程を議論することを困難にする。したがって，製品供給者の
初期普及策を議論する場合を除き，p < 1.0で比較的大きな pが望ましいと考えられる。シ
ミュレーションでは，初期普及率が平均的に 5%となる p = 0.95を用いる。
図 1(a)は w = 0.0すなわち社会全体のみからネットワーク外部効果を受ける場合，図




















p = 0.95を用いる。したがって各々の製品について初期普及率はおよそ 5%となる。図 2(a)




































どの図 2(a)および図 2(b)のデータに対応している。Join Count統計量の性質から，グラ
フが上方に描かれるほど，製品購入者は地理的に固まっていることになる。モデルの仮定
より，地理的に全くランダムである w = 0.0のシミュレーション結果の実現値が基準とな
る。w = 0.2である図 2(a)の場合，Join Count統計量はランダムな場合とほとんど変わら

































図 6である。なお，有意水準は 1%である。図 6から，w = 0.5までは，シミュレーショ














































またシミュレーションでは，ネットワーク外部効果のパラメータとして k = 1.1を用い
14
図 7: 近隣からの影響および製品利用者数























集積効果小 どちらも同じ 分散配布 分散配布















































































トワーク外部性のパラメータ kであるが，これまでのシミュレーションと同様に k = 1.2と










fpre が fpre = 0.8であるなら，k = 1.2および製品固有の便益に関する一様分布の仮定よ
り，平均的に f0 = 0.96となる。
また製品利用の価格 pは，p = 1.0に設定した。これは，f0が与えられた後，ネットワー
ク外部性の要因のみが製品普及に影響を与えることを意味する。なお，まず最初に近隣か
らの影響が存在しない，すなわち地理的要因が存在しない場合を検討する。したがって，こ





す z であり，z = 0.1ならば障壁外のネットワーク外部効果の 10%が障壁内におよぶこと
を示す。また縦軸は，1000回の試行のうち，障壁内で 90%以上の普及率を獲得した割合で
ある。シミュレーションでは，期初に仮定する普及率 fpreについて，fpre = 0.2，0.4，0.6，
0.8，つまり f0が 24%，48%，72%，96%の 4つの場合について検討した。
図 8より，障壁の高さに対する独占状態の割合は，不連続に変化していることがわかる。
例えば fpre = 0.4の場合であるなら，z = 0.08ではほぼ 100%の割合で障壁内の製品 Aの
独占的な地位が保たれている。しかし，さらに障壁が低くなると製品Aが独占に至る割合
が急に低減し，z = 0.15で割合が 0.0になる。そして，以降製品Aが独占状態になること






























障壁内での製品Aの仮市場占有率を，先ほどのシミュレーションの中程である fpre = 0.6
に設定する9。つまり期初には，障壁内において平均的に f0 = 0.72の製品Aの普及が存在
する。このパラメータのもとで近隣からの影響のウェイト wを変化させ，比較を行う。具















のが図 9(b)である。図 9(a)と比較すると，w = 0.2あるいはw = 0.4はそれほど変化しな
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